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▼ 地域密着型通所介護（小規模デイサービス）基準の概要 

 

《 基本方針 》 

 現行規定の項目 制定基準 方針 

１ 【基本方針】 

・目的 要介護状態になった場合でも、利用者

が可能な限り居宅において能力に応

じた自立した日常生活を営むことが

できるようにすること 

・方法 生活機能の維持または向上を目指し、

必要な日常生活上の世話及び機能訓

練を行う 

・求める効果 ①利用者の社会的孤立感の解消 

       ②心身の機能の維持 

       ③家族の身体的及び精神的負担

の軽減   を図る 

参酌 省令どおり

とします。 

 

《 人員基準 》 

 現行規定の項目 制定基準 方針 

２ 【従業者の員数】 

① 生活相談員・看護職員 

サービス提供時間帯において１以上確保

できる人を配置すること 

② 介護職員 

  サービス提供時間帯において 

  定員 15 人以下の事業所・・・１以上 

  定員 16 人以上の事業所 

・・定員１人増すごとに 0.2 人を加えた数

以上確保できる人員を配置すること 

・１人以上常勤 

③ 機能訓練指導員  １以上配置すること 

従うべき 省令どおり

とします。 

３ 【管理者】 

専従かつ常勤であること 

（運営に支障がなければ同一敷地内の他事業

所の職務を兼務可能） 

従うべき 省令どおり

とします。 
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《 設備基準 》 

 現行規定の項目 制定基準 方針 

４ 【設備の内容】 

① 食堂・機能訓練室・静養室・相談室・事務

室を備えること 

② 消火等防災設備及びサービス提供に必要

な備品を備えること 

③ 食堂及び機能訓練室 

  ３㎡×定員以上で必要な広さを確保する

こと 

  （支障がなけれ同一の場所でもよい） 

④ 相談室  

  内容が漏洩しないよう配慮されているこ   

と 

⑤ 他サービスとの設備の共用 

  支障がなければ共用できる 

 （夜間及び深夜に他サービスを提供する場合

は届出が必要） 

参酌 省令どおり

とします。 

 

《 運営基準 》 

 現行規定の項目 制定基準 方針 

５ 【内容・手続きの説明と同意】 

サービス提供開始時に重要事項説明書を交付

し内容を説明して利用者の同意を得ること 

従うべき 省令どおり

とします。 

６ 【提供拒否の禁止】 

正当な理由なくサービスの提供を拒んではな

らないこと 

従うべき 省令どおり

とします。 

７ 【サービス提供困難時の対応】 

自らのサービス提供が困難である場合は、他の

事業者等の紹介その他の必要な措置を速やか

に講じなければならないこと 

参酌 省令どおり

とします。 

８ 【受給資格等の確認】 

サービス提供時に被保険者資格、要介護認定の

有無及び要介護認定の有効期間を被保険者賞

によって確認すること 

参酌 省令どおり

とします。 
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 現行規定の項目 制定基準 方針 

９ 【要介護認定の申請に係る援助】 

利用申込者の要介護認定申請につき、利用申込

者の意思を踏まえて速やかに申請が行われる

よう必用な援助を行うこと 

参酌 省令どおり

とします。 

10 【心身の状況の把握】 

居宅介護支援事業所の開催するサービス担当

者会議等を通じて、利用者の心身の状況、おか

れている環境、他サービスの利用状況等の把握

に努めること 

参酌 省令どおり

とします。 

11 【居宅介護支援事業者等との連携】 

サービスの提供または終了にあたり、居宅介護

支援事業者等のサービス提供事業者との密接

な連携に勤めること。 

参酌 省令どおり

とします。 

12 【サービスの提供の記録】 

サービス提供時には、提供日、内容、受領する

介護サービス費の額その他必要な事項を、利用

者の居宅サービス計画書またはサービス利用

票等の書面に記載すること 

参酌 省令どおり

とします。 

13 【利用料等の受領】 

法定代理受領に該当するサービスを提供した

場合、利用者から利用料として、居宅介護サー

ビス費用基準額から居宅介護サービス費の額

を控除して得た額の支払いを受けること 

参酌 省令どおり

とします。 

14 【基本取扱方針】 

① 利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防

止に資するよう、その目標を設定し、計画的

に行うこと 

② 自らその提供する指定通所介護の質の評

価を行い、常にその改善を図ること 

参酌 省令どおり

とします。 

15 【介護計画の作成】 

管理者は、利用者の心身の状況、希望及びその

置かれている環境を踏まえて、機能訓練等の目

標、当該目標を達成するための具体的なサービ

スの内容等を記載した通所介護計画を作成す

ること 

参酌 省令どおり

とします。 
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 現行規定の項目 制定基準 方針 

16 【緊急時等の対応】 

サービス提供中に利用者に病状の急変が生じ

た場合その他必要な場合は、速やかに主治の医

師へ連絡を行う等の必要な措置を講じること 

参酌 省令どおり

とします。 

17 【管理者の責務】 

管理者は、従業者の管理、利用の申込みにかか

る調整、業務の実施状況の把握その他の管理を

一元的に行うこと 

参酌 省令どおり

とします。 

18 【運営規程】 

事業の運営についての重要事項に関する規定

を定めておくこと 

参酌 省令どおり

とします。 

19 【勤務体制の確保等】 

利用者に対し適切なサービスを提供できるよ

う、従業者の勤務体制を定めておくこと 

参酌 省令どおり

とします。 

20 【定員の遵守】 

災害その他やむを得ない場合を除き、利用定員

を超えてサービスの提供を行わないこと 

参酌 省令どおり

とします。 

21 【非常災害対策】 

非常災害に関し具体的計画を立て、非常災害時

の関係機関への通報及び連携体制を整備し、そ

れらを定期的に従業者に周知するとともに、定

期的に避難、救出その他必要な訓練を行うこと 

参酌 省令どおり

とします。 

22 【衛生管理等】 

施設、食器その他の設備又は飲用に供する水に

ついて、衛生的な管理を行い、必要な措置を講

じること 

参酌 省令どおり

とします。 

23 【秘密保持等】 

① 従業者は、正当な理由なく、その業務上知

り得た利用者又はその家族の秘密を漏ら

してはならないこと 

② 事業者は、従業者が秘密を漏らすことの内

容必要な措置を講じること 

③ 会議等で利用者又は利用者の家族の情報

を用いるときは、利用者又は利用者の家族

の同意を書類で得ておくこと。 

従うべき 省令どおり

とします。 
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 現行規定の項目 制定基準 方針 

24 【居宅介護支援事業者に対する利益供与の禁

止】 

利用者に対して特定の事業者によるサービス

を利用させることの対価として、金品その他の

財産上の利益を供与してはならないこと 

参酌 省令どおり

とします。 

25 【苦情処理】 

提供したサービスにかかる利用者及びその家

族からの苦情に迅速に対応するため、苦情を受

け付けるための窓口を設置する等の必要な措

置を講じ、苦情を受け付けた場合には、当該苦

情の内容を記録すること 

参酌 省令どおり

とします。 

26 【地域との連携】 

利用者からの苦情に関して市町村が派遣する

者が相談及び援助を行う事業その他の市町村

が実施する事業に協力するよう努めること 

参酌 省令どおり

とします。 

27 【事故発生時の対応】 

サービスの提供により事故が発生した場合、市

町村、当該利用者の家族、当該利用者にかかる

居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、

必要な措置を講じ、事故の状況及び事故に際し

て採った処置について記録すること。また、賠

償すべき結果が生じた場合には速やかに賠償

すること 

（夜間及び深夜に他サービスを提供する場合

にもこれに準ずる措置が必要） 

従うべき 省令どおり

とします。 

28 【記録の整備】 

① 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記

録を整備すること 

② 通所介護計画・サービス内容記録・苦情記

録・事故記録等は、その完結の日から２年間

保存すること 

参酌 文書の保存

期間を５年

間に引き延

ばします。 

 

※ 「現行規定の項目」における内容は厚生労働省令「指定居宅サービス等の

事業の人員、設備及び運営に関する基準」による通所介護事業所の基準です。 


